
の情報をお知らせします

もっと詳しく知りたいかたは…
○産業情報支援センター
（℡ 0897－53－0010　FAX 0897－53－0011  Ｅメール info@saijo-sics.co.jp ）
サイクスのホームページもご覧ください。
  http://www.saijo-sics.co.jp/

Saijo Industry & Information
 centre  for support
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■
エ
ム
デ
ィ
テ
ク
ノ
ス
西
条
工
場

建
設
に
つ
い
て

　

こ
の
た
び
、
エ
ム
デ
ィ
テ
ク
ノ

ス
（
本
社
…
東
温
市
、
代
表
取
締

役
土
居
恵
三
氏
）
が
西
条
市
に
て

工
場
を
新
設
す
る
こ
と
と
な
り
、

日
本
政
策
投
資
銀
行
と
伊
予
銀
行

が
連
携
し
、
融
資
が
実
行
さ
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

同
社
は
平
成
15
年
に
自
己
破
産

し
た
企
業
の
従
業
員
だ
っ
た
土
居

氏
に
よ
り
、
経
営
資
源
（
技
術
、

顧
客
、
従
業
員
な
ど
）
を
引
き
継

い
で
設
立
さ
れ
、
半
導
体
・
液
晶

・
自
動
車
製
造
関
係
の
自
動
化
機

器
、
省
力
化
機
器
等
の
設
計
、
組

立
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

同
社
は
、
高
い
技
術
力
と
サ
ー

ビ
ス
を
強
み
に
、
会
社
設
立
か
ら

の
事
業
は
順
調
に
推
移
し
、
取
引

先
の
拡
大
や
増
産
要
請
に
伴
い
受

注
量
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
受

け
、
経
営
基
盤
強
化
、
生
産
効
率

向
上
を
目
的
に
東
温
市
・
新
居
浜

市
に
あ
る
既
存
２
工
場
を
集
約
化

し
、
西
条
市
に
新
工
場
を
設
置
す

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

サ
イ
ク
ス
で
は
、
今
回
の
設
備

投
資
に
よ
り
経
営
基
盤
強
化
が
実

現
し
、
地
域
の
雇
用
の
創
出
、
地

域
経
済
の
活
性
化
に
も
寄
与
す
る

こ
と
か
ら
、
融
資
実
現
に
向
け
日

本
政
策
投
資
銀
行
と
情
報
交
換
等

の
連
携
を
行
い
ま
し
た
。

■
谷
口
金
属
熱
処
理
工
業
所
環
境

配
慮
型
金
属
熱
処
理
炉
に
つ
い

て

　

株
式
会
社
谷
口
金
属
熱
処
理
工

業
所
（
四
国
工
場
…
西
条
市
、
社

長
谷
口
裕
久
氏
）
は
、
業
界
屈
指

の
規
模
を
誇
る
熱
処
理
炉
や
拡
散

接
合
等
の
高
度
な
技
術
を
持
つ
と

と
も
に
、
独
自
技
術
に
よ
る
環
境

配
慮
型
金
属
熱
処
理
炉
に
関
す
る

開
発
と
事
業
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
新
し
い
熱
処
理
炉
は
、
精

密
加
工
品
や
高
硬
度
工
具
鋼
等
の

熱
処
理
に
用
い
ら
れ
る
も
の
で
、

熱
効
率
の
改
善
や
熱
処
理
品
の
高

品
質
化
だ
け
で
な
く
、
従
来
用
い

ら
れ
て
き
た
塩
浴
炉（
無
機
塩
類

を
高
温
で
溶
融
保
持
し
た
湿
式
炉
）

が
抱
え
る
、
有
害
廃
棄
物
発
生
の

解
消
や
労
働
環
境
問
題
の
改
善
に

つ
な
が
る
、
画
期
的
な
装
置
で
す
。

　

今
回
、
こ
の
環
境
配
慮
型
金
属

熱
処
理
炉
に
関
す
る
特
許
権
お
よ

び
商
標
権
を
担
保
と
し
て
、
日
本

政
策
投
資
銀
行
と
香
川
銀
行
に
よ

る
、
四
国
初
と
な
る
知
的
財
産
権

担
保
活
用
型
協
調
融
資
が
行
わ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

サ
イ
ク
ス
は
、
地
域
で
先
進
的

な
事
業
に
取
り
組
む
企
業
の
資
金

調
達
に
関
し
て
金
融
機
関
と
連
携

し
、
地
域
企
業
の
地
域
活
力
創
造

お
よ
び
新
技
術
開
発
な
ど
企
業
活

動
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
支
援
活

動
を
今
後
も
行
っ
て
い
き
ま
す
。

■
国
民
生
活
金
融
公
庫
か
ら
の
お

知
ら
せ

　

国
民
生
活
金
融
公
庫
は
、
す
で

に
事
業
を
営
ん
で
い
る
か
た
の
み

な
ら
ず
、
新
規
に
事
業
を
予
定
さ

れ
て
い
る
か
た
の
創
業
支
援
に
も

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

①
新
規
開
業
資
金

　

新
た
に
開
業
さ
れ
る
か
た
や
開

業
後
５
年
以
内
の
か
た

融
資
金
額　

７
，
２
０
０
万
円
以

　

内
（
う
ち
、
運
転
資
金
４
，
８

　

０
０
万
円
以
内
）

返
済
期
間　

設
備
15
年
以
内
運
転

５
年
以
内

②
女
性
・
中
高
年
起
業
家
資
金

　

女
性
ま
た
は
55
歳
以
上
の
か
た

で
、
新
た
に
開
業
さ
れ
て
お
お
む

ね
５
年
以
内
の
か
た

　

融
資
金
額
お
よ
び
返
済
期
間
は

新
規
開
業
資
金
と
同
様
で
す
。

　

設
備
資
金
（
土
地
取
得
に
要
す

る
資
金
を
除
く
）
に
つ
い
て
は
特

別
利
率
で
ご
利
用
い
た
だ
け
ま
す
。

③
新
創
業
融
資
制
度

　

無
担
保
・
無
保
証
人
で
ご
利
用

い
た
だ
け
ま
す
。

融
資
金
額　

７
５
０
万
円
以
内

返
済
期
間　

設
備
７
年
以
内
運
転

５
年
以
内

問
合
せ

　

国
民
生
活
金
融
公
庫
新
居
浜
支

（
℡  
０
８
９
７
―

３
３
―
９
１
０
１
）

企業立地促進条例に基づく奨励措置
　企業の立地を促進するため、次のような奨励措置を講じます。

■奨励措置の内容
　①企業立地促進奨励金　　　②用地取得奨励金

　③新規事業促進奨励金　　　④雇用促進奨励金

　⑤情報通信関連企業奨励金　⑥特別土地保有税の課税免除

■対象の事業所
　　製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売

業、サービス業の一部（総合リース業、ソフトウェア業、情報

処理サービス業等）。ただし、情報通信関連企業はコールセン

ター・データセンターを営む者

■企業の指定要件
・①～④、⑥の奨励措置の場合

　　新規雇用従業員の数が５人（中小企業は２人）以上で、投下

固定資産総額が１億円（中小企業は３千万円）以上であること。

・⑤の奨励措置の場合

　　新規雇用従業員の数が20人以上であること。

■施行期日　平成16年11月１日以降に操業する企業に適用
■問合せ　市庁舎本館商工振興課（℡  0897－56－5151内線2542）

　産業情報支援センターの運営組織であ
る㈱西条産業情報支援センター（愛称：
サイクス）の各種情報をお知らせします。
　今回は、金融機関と連携した企業支援
活動についてお知らせします。
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